
令 和 ３ 年 度

定 期 監 査 結 果 報 告 書

令和３年１０月実施分

砺 波 市 監 査 委 員



－ 1 －

定期監査結果報告書

１ 監査の種類

定期監査（地方自治法第１９９条第４項）

２ 監査の対象

対象事業：令和３年度に執行された所管事務事業

（基準日：令和３年８月３１日）

対象部署：企画総務部 財政課

企画総務部 税務課

３ 監査の着眼点

（１）特徴的な業務内容・職員数について

（２）現金の収納事務について

（３）予算の執行状況について

（４）委託料、リース契約に基づく使用料、工事契約状況について

（５）負担金・補助金・交付金の執行状況について

（６）公有財産の異動状況について

（７）前回監査等での意見・要望・指摘事項に対する措置状況等について

４ 監査の主な実施内容

監査対象となる部署の事務事業の中から、財務的・行政的観点に基づき提出され

た監査資料を審査し、関係職員から説明を受けた。

５ 監査等の実施場所及び日程

砺波市監査事務局内にて、令和３年１０月６日から１０月２０日までにおいて

実施した。



1 職員配置の状況

パートタイム

2 予算の執行状況 令和3年4月1日から令和3年8月31日まで

歳　　　入

◇　企　画　総　務　部　◇

＜　財政課　＞

（単位:人）

主査 会計年度任用職員

副班長 フルタイム

　　　　　　　　　　　※班長及び係長欄の　(    ) 内は事務取扱者及び兼務者を含む総数。
　　　　　　　　　　　　現員の主任（１）は、健康センター兼務で通常は健康センターで勤務しているため、実数には含めない。

（単位:千円）

予　算　科　目 予算現額 調　定　額 収入済額 収入未済額

地方揮発油譲与税 57,000 21,594 21,594 －

自動車重量譲与税 168,000 57,151 57,151 －

利子割交付金 利子割交付金 4,000 2,680 2,680 －

配当割交付金 配当割交付金 26,000 9,289 9,289 －

株式等譲渡所得割
交付金

株式等譲渡所得
割交付金

32,000 － － －

法人事業税交付金 法人事業税交付金 46,000 47,404 47,404 －

地方消費税交付金 地方消費税交付金 965,000 240,062 240,062 －

環境性能割交付金 環境性能割交付金 10,000 7,715 7,715 －

地方特例交付金 36,000 42,332 20,736 21,596

新型コロナウィルス感
染症対策地方税減収
補填特別交付金

100,000 － － －

区　  分 課長 主幹 班長 係長 主任 主事 技師 計

現　  　員 1 3 (1) 1（3） 1 （１） 5 1 0 1 13

前年度末人員 1 3 (1) 1（3） 1 2 4 0 0 0 12

地方譲与税

地方特例交付金
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予　算　科　目 予算現額 調　定　額 収入済額 収入未済額

普通交付税 4,550,000 4,810,025 2,458,162 2,351,863

特別交付税 800,000 － － －

交通安全対策特別
交付金

交通安全対策特
別交付金

5,000 － － －

使用料及び手数料 使用料 712 144 138 5

国庫支出金 国庫補助金 2,412 2,412 － 2,412

県支出金 県補助金 17,130 11,100 － 11,100

財産運用収入 18,174 2,511 1,560 950

財産売払収入 74,615 22,351 22,351 －

寄附金 寄附金 17,755 209,760 208,179 1,581

繰入金 基金繰入金 2,048,656 － － －

繰越金
繰越金(繰越明許
を含む)

488,278 1,805,464 1,805,464 －

市預金利子 100 0 0 －

雑入 6,652 3,674 3,555 119

市　債
市債(繰越明許を
含む)

2,717,502 － － －

合        計 12,190,986 7,295,667 4,906,041 2,389,626

地方交付税

財産収入

諸収入
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歳　　　出

3 主な質疑事項

・ 公会計制度支援業務委託について

・ ふるさと納税の手数料の考え方について

・ 庁舎整備について

・ 合併振興基金と合併特例債について

4

 　　事務処理の状況及び文書管理については、おおむね良好に処理されているものと認められた。

（単位:千円）

予　算　科　目 予算現額 支出済額 予算残額 備　　　　　考

財政管理費 127,906 7,694 120,212
財政管理費　
財政管理費（繰越明許）

会計管理費 139 4 135 検査管理費

財産管理費 117,554 28,790 88,764

財産管理費
庁舎維持管理費
地籍調査事業費
庁舎維持管理費（繰越明許）

病院事業会計費 1,100,000 550,000 550,000 病院事業会計繰出金

事務局費 2,589 777 1,812 営繕事務費

元　金 3,373,405 － 3,373,405 市債償還元金

利　子 119,213 6 119,207 市債償還利子

諸　費 1 － 1 過年度支出金

予備費 48,010 － 48,010 予備費

合         計 4,888,817 587,272 4,301,545

監査の結果及び意見
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1 職員配置の状況

フルタイム パートタイム

2 予算の執行状況

諸収入

◇　企　画　総　務　部　◇

＜　税務課　＞

（単位:人）

会計年度任用職員

　　　　　　　　　　　　※ （　）内は総数で、主幹が事務取扱。

令和3年4月1日から令和3年8月31日まで

歳　　　入 （単位:千円）

予　算　科　目 予算現額 調　定　額 収入済額 収入未済額

市民税 2,646,915 2,822,158 1,248,778 1,573,380

固定資産税 3,225,983 3,636,711 1,890,436 1,746,275

市　税 軽自動車税 166,102 167,176 164,370 2,806

市たばこ税 290,000 149,382 149,367 15

入湯税 17,000 4,854 4,854 －

使用料及び手数料 手数料 120 42 42 －

県支出金 委託金 83,900 21,570 21,570 －

延滞金、加算金
及び過料

4,000 1,933 1,933 －

受託事業収入 10 5 5 －

雑入 1,000 － － －

合        計 6,435,030 6,803,831 3,481,355 3,322,477

区　 分 課長 主幹 係長 主査 主任 主事 技師 計

現　         　員 1 1 2（3） 0 1 15 0 0 2 22

前年度末人員 1 1 2（3） 1 1 13 0 0 2 21
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3 主な質疑事項

・ コロナ禍による個人所得の落ち込みにともなう市民税の減少について

・ 預金照会ソリューションの効果について

・ 確定申告書の発送経費について

・ ソーラーパネルの把握について

・ 地方税共同機構を利用するメリットについて

・ 滞納整理のやり方の変化について

・ 税務調査による未申告所得の発見について

・ 滞納者数について

4

事務処理の状況及び文書管理については、おおむね良好に処理されているものと認められた。

歳　　　出 （単位:千円）

予　算　科　目 予算現額 支出済額 予算残額 備　　　　　考

固定資産評価審査
委員会費

94 31 63

課税事務費 53,291 15,283 38,008

収納事務費 53,993 32,402 21,591

合         計 107,378 47,716 59,662

監査の結果及び意見
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